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１．2022年度冬季（今冬）の需要見通し

￭ 冬季の需給見通しは、需要を過去１０年間で最も厳寒であった年度並み

の気象条件での最大電力（厳寒Ｈ１需要）で評価することとなっております。

￭ １・２月の厳寒Ｈ１需要は、供給計画の１月値（平年ベースの最大３日平均

電力［平年Ｈ３］）を基に、過去１０年間で最も厳寒であった２０１８年度

並みの気象影響を織り込んだ結果、５４２万ｋＷと想定しました。

￭ また、１２月は、５１７万ｋＷ、３月は、５０４万ｋＷと想定しました。

２



２．今冬の需給見通し ３

￭ 供給力見通しは、各電気事業者の供給計画等のデータを基本としています。

￭ 算定の基となる北海道エリアの供給力・需要見通しは、次のとおりです。

￭ 電力広域的運営推進機関は、広域的な視点に基づき、連系線の活用による各エ
リアの予備率の均平化、計画外停止およびエリア間の最大電力発生の不等時性
を考慮し、今冬需給見通しを評価しています。（詳細は４～５スライド参照）

￭ 評価結果は下表のとおりです。

￭ 供給予備率は、最も需給が厳しい１月においても７．９％と想定しており、電
力の安定供給に必要な最低限の予備率３％を確保できる見通しとなっています。

※１ 連系線活用・計画外停止考慮後 ※２ エリア間の最大電力発生の不等時性考慮後

※ 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある

１２月 １月 ２月 ３月

供給力（万ｋＷ） ６６１ ６５６ ６５６ ６２３

最大電力（万ｋＷ） ５１７ ５４２ ５４２ ５０４

１２月 １月 ２月 ３月

供給力※１（万ｋＷ） ５９２ ５８５ ５８６ ５６０

最大電力※２（万ｋＷ） ５１７ ５４２ ５４２ ４９９

供給予備力（万ｋＷ） ７５ ４３ ４４ ６１

供給予備率（％） １４．４ ７．９ ８．１ １２．１



＜参考＞電力需給バランス評価の考え方 ４

￭ 電力広域的運営推進機関は、各エリアの需給バランスの算定結果を基に、

以下の要素を考慮して、全国および各エリアの需給バランス評価を行います。

項 目 補正内容 １２月 １月 ２月 ３月

連系線活用の考慮 供給力を補正 △５２ △５４ △５３ △４７

計画外停止の考慮 供給力を補正 △１７ △１７ △１７ △１６

不等時性の考慮 需要を補正 ０ ０ ０ △５

連系線活用
の考慮

・連系線を空容量の範囲内で活用して予備率が高いエリアから低いエリアへ、
各エリアの予備率が均平化するように供給力を振り替えて評価

（北海道エリアについては、北本連系設備の空容量の範囲内で北海道と本州
間の送電・受電が考慮されています）

計画外停止
の考慮

・供給力の一部が計画外停止等により、実際の運用断面で供給力に見込めな
い可能性を考慮し、あらかじめ供給力に計画外停止率を乗じて算定（今回
評価は計画外停止率を△2.6％に設定）

最大需要発生
の不等時性の
考慮

・連系線活用考慮時に、連系線制約が顕在化しないエリアを一つのブロック
として評価

・最大需要発生日時はエリアごとに異なり、ブロックにおける最大需要は各
エリアの最大需要の合計より小さくなることから、エリアの需要想定(猛
暑・厳寒H1）に両者の比（需要減少率）を乗じて算定
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○最大需要発生の不等時性

・複数エリアを一つのブロックで評価す
る場合、ブロックの最大需要（以下の
例では６日の各エリアの需要の合計）
は、各エリアの最大需要の合計より
小さくなることから、両者の比を
考慮するものです。

○連系線活用の考慮

・全国10エリアのうち沖縄以外のエリア
は地域間連系線で結ばれており、連系
線の空容量の範囲内で各エリアの予備
率が均平化されるように供給力の移動
（連系線を通じた送電・受電）を考慮
して需給バランス評価を行っています。



３．大規模な計画外停止発生時の状況 ６

￭ 北海道の冬季の厳しい気象状況を踏まえ、大規模な発電設備の計画外停止の発
生※を想定したケースにおける需給状況を確認しました。

￭ この場合でも、北本連系設備からの受電等により、電力の安定供給に必要な最
低限の供給予備率３％以上を確保できる見通しです。
※ 154万kW（苫東厚真発電所１・２・４号機の供給力相当［送電端］）の設備トラブルを想定

１２月 １月 ２月 ３月

供給力［大規模計画外停止・北本受電時］（万ｋＷ） ６１４ ６１０ ６１０ ５７６

最大電力（万ｋＷ） ５１７ ５４２ ５４２ ５０４

供給予備力（万ｋＷ） ９７ ６７ ６７ ７２

供給予備率（％） １８．７ １２．３ １２．４ １４．３

（１月の需給状況）

※通告調整契約
万一の需給ひっ迫が発生もしくは
見込まれる場合に要請により電気の
使用を抑制する契約

※四捨五入の関係で合計が合わない場
合がある

北本受電(103万kW)は、大規模発電設備トラブル発生時に本州向き
送電(20万kW程度)を取り止めた上で、最大限受電する想定となって
いることから、設備容量(90万kW）を上回っている。



４．全国の今冬需給見通し ７

￭ 今冬の電力需給は、１０年に１度の厳しい寒さを想定した場合にも、全エリア
で安定供給に必要な予備率３％を確保できているものの、１・２月に一部エリ
アで予備率が４％台となるなど、厳しい見通しとなっています。

出所：2022年度冬季の電力需給対策（電力需給に関する検討会合[2022年11月1日開催] 資料1）



￭ 今冬については、先行き不透明な燃料情勢や全国の厳しい需給見通しを踏まえ、
需給両面であらゆる対策を準備することとなりました。

４．全国的な今冬の需給対策 ８

出所：2022年度冬季の電力需給対策（電力需給に関する検討会合[2022年11月1日開催] 資料1）



５．まとめ ９

￭ 北海道エリアの今冬の需給見通しは、最も厳しい１月で、供給予備率７．９％
と想定しており、電力の安定供給に必要な最低限の予備率３％以上を確保でき
る見通しです。

￭ 厳寒時に発電設備の大規模な計画外停止の発生を想定した場合の需給状況につ
いても確認しており、その場合でも、北本連系設備からの受電等により、電力
の安定供給に必要な最低限の供給予備率３％以上を確保できる見通しです。

￭ しかしながら、先行き不透明な燃料情勢や全国の厳しい需給見通しを踏まえ、
当社は、国・電力広域的運営推進機関や各エリアの一般送配電事業者と連携し
て今冬の電力の安定供給に向けた取り組みに努めるとともに、引き続き適切な
設備保全や電力需給状況の情報発信等に取り組んでまいります。

￭ 皆さまにおかれましては、無理のない範囲で、節電へのご協力をお願いいたし
ます。


